予算要求資料
平成２６年度当初予算　

支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費　　　
	事業名　新ぎふ・信州の木連携PR事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3013）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　6,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２２年度に施行された公共建物等木材利用促進法により、公共施設等の木材需要増が期待され、JAS製品等の品質・性能が確かな製品の重要性も高まっているが、中小の製材工場ではJASを維持する経費等の負担が大きく、JAS工場がなかなか増えない状況にある。このため、岐阜県・長野県では独自の品質認証の制度（ぎふ性能表示材・信州木材認証製品）を運用し、品質・性能の確かな製品の供給を進めている。

しかし、首都圏等の大規模な木造需要地からの要求に対しては、「樹種が限定的」「部材が揃わない」「必要な量が集まらない」等の課題から、各県単独では対応が難しい場合もある。また、２０２０年に開催する「東京オリンピック」では、選手村等多くの施設建設が計画されており、県産材の活用を通して、岐阜県をＰＲする絶好の機会である。
（２）事業内容
　　　関東圏、中京圏に隣接し、多樹種に対応が可能な、岐阜・長野の両県が連携し、ぎふ・信州の木（広域認証材）として、都市部（東京、名古屋等）の旺盛な木材需要地への販路拡大を図るため、建築イベント等でのＰＲ、モデルハウスを活用したＰＲ、都市部自治体の公共施設整備担当者や建築士等に向けた研修会の開催、自治体や団体等への個別訪問によるＰＲを行う。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　・長野県との連携事業の一環であり、県自ら実施することが妥当。　
（４）類似事業の有無
　　　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	報償費
	200
	研修会における講師謝金

	旅費
	225
	業務旅費、講師への費用弁償

	需用費
	　　  255
	PR用物品、展示品、事務用品等の消耗品費

	役務費
	　　　 80
	電話代、郵送代

	委託料
	5,000
	建築イベント等におけるPR

	その他
	　    240
	研修会会場賃借料

	合計
	    6,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ぎふ性能表示材の利用促進は岐阜県森林づくり基本計画（H24～H28）における「優良県産材供給倍増プロジェクト」に位置づけられている。

（２）国・他県の状況

　　　・他県との連携によるPR事業の事例はない。
（３）後年度の財政負担
　　　・全体事業費　16,000千円程度（うち平成27年度以降　10,000千円）
（４）事業主体及びその妥当性
・県：長野県との連携事業の一環であり、また、県産材を通した岐阜県のPRでもあることから、県自ら実施することが妥当。　

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・長野県との連携による広域認証材（ぎふ性能表示材＋信州木材認証製品）を都市部の旺盛な木材需要地へ販路拡大を図り、ぎふ性能表示材の出荷増を目指す。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ性能表示材製品出荷量

	１千㎥
（H22）
	7.7千㎥

（H23 ）
	9.9千㎥（H24）

	50千㎥

（H28）
	19.8％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　近年、建築においても環境への配慮が重要となっている中、木材・国産材利用への関心が高まっており、都市部へのＰＲは県産材利用推進の効果が期待でき、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・東京オリンピック施設等での利用促進については、他県も検討していると想定できるので、早急に取り組む必要がある。



（次年度の方向性）
	・東京オリンピックでの利用も見据えているため、継続的にPRを実施する。



